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公益財団法人熊本県市町村振興協会市町村交付金交付細則 

 

制定  平成２５年４月 １日細則第４号 

改正  平成２９年３月２４日細則第１号 

（目的） 

第１条 この細則は、公益財団法人熊本県市町村振興協会市町村交付金交付規程（以

下「交付規程」という。）第７条の規定に基づき、公益財団法人熊本県市町村振興協

会（以下「協会」という。）が市町村に交付する市町村交付金の交付について、必要

な事項を定めることを目的とする。 

（交付の基準） 

第２条 交付規程第３条の市町村への配分にかかる均等割は当該年度の４月１日現在

の市町村制を有する市町村数により算出し、人口割は最新の国勢調査による確定数

値人口により算出するものとする。ただし、合併にかかる市町村の均等割について

は別表のとおり算出するものとする。 

（交付金の単位） 

第３条 市町村交付金の単位は、円単位とする。 

（預金利息の取扱い） 

第４条 市町村交付金の預金から生じる利息は、交付事務の事務費等に充てるものと

する。 

（交付金の交付時期） 

第５条 協会は、市町村交付金を当該年度の３月３１日までに市町村に交付するもの

とする。  

（交付決定の通知） 

第６条 協会は、次の各号に掲げる交付金額を決定したときは、当該各号に定める様

式により市町村に通知するものとする。 

（１） 交付規程第２条第１項に掲げる市町村交付金   市町村交付金決定通知書 

（様式第１号） 

（２） 交付規程第２条第２項各号に掲げる市町村交付金  市町村交付金決定通知 

   書（様式第１号の２） 

（交付金の支払申請） 

第７条 前条の通知を受けた市町村は、市町村交付金支払申請書（様式第２号）によ

り交付金の支払を申請するものとする。 

（市町村の事業計画の提出） 

第８条 市町村は、前条の支払申請に際し、事業計画書（様式第３号）により市町村

交付金を充当する事業の計画を提出するものとする。ただし、提出後に事業計画の

変更等が生じた場合は事業計画変更書（様式第３号の２）を遅滞なく提出するもの

とする。 

 （市町村の報告） 

第９条 市町村交付金の交付を受けた市町村は、交付を受けた年度の３月３１日まで

に、その使途について事業実績報告書（様式第４号）により報告するものとする。 

 （協会の調査） 

第１０条 協会は、市町村交付金の交付を受けた市町村に対し調査を行うことができ

るものとし、交付を受けた市町村は協会の調査に協力するものとする。 

（委任） 

第１１条 この細則の実施に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 
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附 則 

１ この細則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 財団法人熊本県市町村振興協会市町村交付金交付細則（平成１４年１月７日制定）

は、廃止する。 

   附 則 

 この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 

別表（第２条関係） 

交付金交付の市町村数の算定 

 

 均等割の基準となる市町村数を算出するに当たり、合併した市町村については、交

付金の急激な減少に対する緩和措置について、合併した年度の翌年度から３年間にお

いて段階的に調整するものとする。 

 算出方法については、次のとおりとする。 

 

  

計算方式 

 

 （１）合併年度に続く１年目（翌年度）  Ｎ － （a／３） 

 （２）合併年度に続く２年目（翌々年度） Ｎ － （２a／３） 

 （３）合併年度に続く３年目       Ｎ －   a 

 

   Ｎ：合併前市町村数   a：合併により減少した市町村数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


